
表紙の写真は、大阪の道頓堀川にかかる「戎橋（えびすばし）」の賑わいを撮影したものです。

昨年リニューアルされました6代目の「グリコの看板」を含む道頓堀川沿いのネオンサインは、「大
阪城」、「通天閣」などと並んで、大阪を代表する風景であり、旅行のガイドブックなどでもよく紹
介されています。

今回は活気のある大阪を象徴する写真として、「道頓堀のネオンサイン」の写真を掲載いたしまし

た。
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本日は、この目次に従いまして説明いたします。

この写真は、松下ＩＭＰビルの2階にあります松下ＩＭＰホールです。

松下ＩＭＰホールは、すべて可動式の客席857席の収容人数規模となっており、講演会、展示会、コ
ンサート、演劇など様々なイベントに使用されております。

また、当ビル地下には地下鉄大阪ビジネスパーク駅があり、交通アクセスにも優れております。

2
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赤枠の囲み部分が当期の決算ハイライトとなります。

1口当たり分配金は5,958円となりました。

ポートフォリオ全体の期末稼働率は97.7％、運用物件は12物件です。
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赤枠の囲み部分が当期の実績です。

営業収益は、51億73百万円で、前期比15百万円の増加、 営業費用は、36億34百万円で、前期比91百
万円の増加となりました。

営業費用は水光熱費の季節変動による増加（86百万円）が主な要因であり、結果として、当期純利益
は10億93百万円、前期比66百万円の減益となりました。

当期は、前期に比べ増収減益となり、1口当たり分配金は前期より360円減少し、5,958円となりまし
た。
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昨年8月に開示いたしました予想数値との対比を記載しております。

営業費用の減少により、1口当たり分配金は予想数値より158円増加し、5,958円となりました。
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半年前の前期決算説明会において、重点課題として掲げた内容と、当期における取り組み実績につい
てまとめております。

まず1点目の内部成長の「稼働率の維持」については、当期末時点の稼働率は97.7％と前期比0.3ポイ
ント低下しましたが、ほぼ同水準の高稼働を維持することができました。

詳細については、8ページ以降で説明いたします。

2点目の外部成長については、「リスクリターンに見合った長期安定収益の確保ができる物件の取得
」を掲げましたが、当期においては物件取得には至りませんでした。

引き続き、手持ち資金や借入余力等を活用し、長期安定収益の見込める物件の取得を検討していきま
す。

3点目の財務面については、返済期日が到来した長期借入金13,800百万円（期間3年）の借換えにおい
て、期間を3年、5年、6年、7年に分けて借入れを行うことで返済期限の分散、及び借入期間の長期化
を行いました。

詳細については、12ページ以降で説明いたします。
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当期の内部成長について、課題に対する取り組みと成果を説明いたします。

左側のグラフは、ツイン21と松下ＩＭＰビルの過去4決算期間の入退去面積・稼働率の推移です。

この2物件でポートフォリオ全体の収益の約6割強を占めます。

ツイン21については、テナントの退去が発生したものの、早期に新テナントの誘致に成功し、第17期
の期末稼働率は94.9％となりました。

1月29日時点において第18期の期末稼働率は96.8％を見込んでおり、新規、拡張移転で入居を検討す
るテナントの引き合いもあることから、成約及び早期の収益化に向けてリーシング活動に取り組んで引 合 、成約 早期 収 化 向 活動 取 組
おります。

松下ＩＭＰビルについては、第16期に大口テナントの入居があり、第17期においても引き続き高稼働
を維持しております。

第18期の期末稼働率は95.5％を見込んでおり、1月29日時点で入退去が決定している以外にも、既存
テナントの館内増床や関連企業の入居などについて進談中の案件があります。
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ＭＩＤリートが保有するマルチテナントビルの入退去面積の推移を棒グラフで示しております。

折れ線グラフは、ポートフォリオ全体とマルチテナントビルの稼働率の推移を示しております。

増床も含めたテナントの動きは活発になっており、第17期の期末稼働率は、全体で97.7％、1棟貸し
の4物件を除くマルチテナントビルで96.0％の稼働率となっております。

当期においては約3,700㎡の新規成約をいたしましたが、賃貸（入居）を開始した面積が、その半分
弱の1,580.13㎡にとどまり、稼働率は若干低下いたしました。

ポートフォリオ全体の第18期の期末稼働率は、第17期とほぼ同じ、97.8％を見込んでおります。ポ トフォリオ全体の第18期の期末稼働率は、第17期とほぼ同じ、97.8％を見込んでおります。
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上のグラフでは、過去7決算期間における賃料改定動向を件数ベースで示しております。

テナントのコスト削減の動きは継続しており、減額要請のあるテナントも若干ありますが、減額改定
の件数としては沈静化し、大部分のテナントとは賃料据え置きで契約更新ができております。

当期においては、22件中、17件が据え置き、5件が減額改定（全体の77.3％据え置き改定）。

直近1年ベースでは、88.2％が据え置き以上での改定となっております。

下のグラフは参考として、ＭＩＤリートが主な投資対象エリアとしております大阪ビジネス
エリアにおける「新規供給と空室率の推移」を示しております。リアにおける 新規供給と空室率の推移」を示しております。

右下の折れ線グラフの示す通り、2013年の大量供給により空室率は10％を超える水準まで上
昇しましたが、以降は堅調な需要により改善が進んでおります。

今後も、新規供給が限定的である一方で、需要は堅調に推移すると見込まれていることか

ら、当面は空室率の改善は続くという見方が多いようです。

ＭＩＤリートにおいてもポートフォリオ全体で高稼働を維持できていることから、既存テナ
ントについても契約条件の改善を目指し、効果的な取り組みを着実に続けていきたいと思っ
ております。
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ＭＩＤリートのポートフォリオ全体の当期末の稼働率実績、および2015年6月期末（第18期末）の見
込みです。

第18期末の稼働率は、ツイン21で96.8％、松下ＩＭＰビルで95.5％を見込んでおり、マルチテナント
ビル8物件全体では96.2％を見込んでおります。

また1棟貸し4物件を併せたポートフォリオ全体12物件の稼働率は、第18期末で97.8％を見込んでおり
ます。
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次に財務面についてご説明いたします。

まずは財務方針です。

「期末総資産」に対する「期末有利子負債」の割合を示すＬＴＶにつきましては、60％を上限として
おりますが、巡航時は50％程度までを目安にコントロールする方針です。

なお、当期末のＬＴＶは38.7％です。金利変動リスクの軽減については、借入期間や固定・変動の金
利形態等のバランスを図りながら取り組むこととしております。

借換えについては、リスクの軽減と借入の安定化を意識し、返済期限の分散と期限の長期化に積極的借換 、 軽減 借 安 化 識 、 済期限 分散 期限 長期化 積極的
に取り組んでおります。

昨年7月末に期限が到来した期間3年の138億円の借入金に関しては、3年60億円、5年40億円、6年20億
円、7年18億円と、財務戦略に沿った調達の実現ができました。

新たに2つの銀行に参加いただいた結果、取引銀行は15行となり、利率に係るスプレッドについては
、昨年の借換え時よりも低い水準で実施することができ、バンクフォーメーションの拡充にもつなげ
ることができております。

銀行別借入状況の赤枠で囲った銀行が新規参加行です。

発行体格付はシングルＡマイナス（安定的）で前回から変更ありません。

12



赤枠で囲った4本の借入金が、138億円の借換えの借入金明細です。

なお、すべて協調融資による無担保・無保証の借入金です。
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グラフをご覧ください。

平均借入残存年数の推移を棒グラフで、平均借入金利の推移を折れ線グラフで示しております。

2009年12月以降、スポンサーである関西電力の高い信用力を背景に、各取引銀行様からの協力もいた
だきながら、資金調達コストの低減と借入残存年数の長期化を実現することができております。

当期の借換えにおいても同様に、借入残存年数の長期化、資金調達コストの低減をすることができま
した。

資金調達コストについては、2010年6月期（第8期）の902百万円から、2014年12月期（第17期）は、資 調 、 年 期（第 期） 百 円 、 年 期（第 期） 、
453百万円とほぼ半分（50.2％、前期比1百万円減少）にすることができました。
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グラフは「総資産額と有利子負債」、また「ＬＴＶと時価ＬＴＶ」の推移を示しております。

第17期末ＬＴＶは38.7％、時価ＬＴＶは47.7％となっております。

引き続き、安定したＬＴＶ水準の確保に努めてまいります。
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2015年6月期末（第18期）以降の取り組みについて、説明いたします。

1点目の内部成長については、大阪のオフィス賃貸市場において一昨年以降、テナントの動き
が活発になっており、増床も含み新規成約に結びついている状況が見られます。

空室率の改善を背景に、新規成約賃料単価も底を打ち、上昇の兆しがでてきております。

このような市況に鑑み、ＭＩＤリートとしては、退去予定床を含む空室部分の早期収益化、
及び収益の極大化を図ること、また、テナントからの賃料減額要請の影響を極小化すること
に引き続き取り組んでまいりますに引き続き取り組んでまいります。

2点目の外部成長については、大阪圏及びオフィスへの投資を重視するポートフォリオ構築方
針に変更はありませんが、リスクリターンに見合った長期的に安定したキャッシュフローが
見込める運用資産の取得検討を推進してまいります。

また、エリアやアセットタイプの多様化を視野に入れ、スポンサーによるウェアハウジング
を含むパイプラインサポートの活用も検討してまいります。

3点目の財務ですが、「返済期限の分散化・長期化、調達コストの低減」に引き続き注力して
まいります。
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2015年6月期（第18期）、および2015年12月期（第19期）の業績予想です。

2015年6月期（第18期）の1口当たり分配金は、第17期比108円減少の5,850円を見込んでおります。

また、2015年12月期（第19期）の1口当たり分配金は、第18期比50円増加の5,900円を見込んでおりま
す。
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このグラフは、営業収益の内、賃貸事業収入の主な増減要因を前期対比で示したもので

す。

2015年6月期（第18期）は、第17期に比べ13百万円増加の48億4百万円を見込んでおります。

増減要因は、入居により138百万円増加、退去により43百万円減少、減額改定により52百万円
減少、その他で28百万円減少となっております。

2015年12月期（第19期）は、第18期に比べ108百万円減少の46億95百万円を見込んでおりま

す。

増減要因は、入居により66百万円増加、退去により125百万円減少、減額改定により71百万円
減少、その他で22百万円増加となっております。

前期比を見ておわかりの通り、第18期は13百万円増加から、第19期は108百万円減少となって
おります。

足元の第18期は 松下ＩＭＰビルの大口テナントのフリーレント明けの賃料発生により増収足元の第18期は、松下ＩＭＰビルの大口テナントのフリーレント明けの賃料発生により増収
となるものの、第19期においては大口テナントの減額改定の影響により、減収に転じる見込
みです。
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このグラフは、当期純利益の主な増減要因を前期対比で示したものです。

2015年6月期（第18期）は、第17期に比べ、営業収益が1百万円減少、費用面では項目によりばらつき
はあるものの、費用総額で18百万円増加となり、結果として、第18期の当期純利益は前期比19百万円
減少の10億74百万円となる見込みです。

資産運用報酬については、運用環境の不確実性に対処し、投資法人のより安定的な運営を行うことを
目的として、当期においては期間限定で減額しております。

2015年12月期（第19期）は、第18期に比べ、営業収益は73百万円減少、費用面におきましても、費用
総額 円減少とな と ら 結果と 第 期 当期純利益 前期 円増加総額で82百万円減少となることから、結果として、第19期の当期純利益は前期に比べ9百万円増加の
10億83百万円となる見込みです。
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次に、内部成長の課題に向けた取り組みの一つとして、「大阪ビジネスパーク（ＯＢＰ）の価値向上
への取組み」について説明いたします。

ＭＩＤリートでは、ツイン21及び松下ＩＭＰビルのリーシング戦略の一環として、ＯＢＰのブランド
イメージの再構築に取り組んでおり、2年前より、ＯＢＰが立地特性により災害対応力に優位性があ
ることをアピールするパンフレットの作成や、ビルのエントランス部分や館内サインのリニューアル
による環境整備等を実施してまいりました。

今後の取り組みとしては、ＯＢＰの環境の良さをアピールする広告宣伝活動の継続や、緑地を含む外
構のリニューアルなどの実施を予定しております構のリニューアルなどの実施を予定しております。

これらの取組みを通じて、ツイン21及びＯＢＰの良さを再認識していただき、「ツイン21、松下ＩＭ
Ｐビルの競争力強化」につながるよう取り組んでまいります。
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ＭＩＤリートの外部成長戦略の柱となるＭＩＤグループとの協働について説明いたします。

ここに掲載しておりますのは、スポンサーであるＭＩＤ都市開発が、現在保有している主な物件にな
ります。

自社で開発中の物件を含め、大阪圏・東京等に収益物件を保有しております。

ＭＩＤリートは、ＭＩＤ都市開発の物件情報の提供を含めたパイプライン機能を十分に活用すること
で、今後のポートフォリオの質の改善と成長を目指してまいります。
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ＭＩＤグループの総合力の活用による成長戦略です。

スポンサーであるＭＩＤ都市開発は大阪圏を中心に不動産事業に取り組む総合デベロッパーであり、
プロパティマネジメント会社や建物管理会社を持っております。

ＭＩＤグループの株主は2009年12月より、関西電力になっており、ＭＩＤリートは、ＭＩＤグループ
・関西電力グループの総合力を活用し、成長を目指してまいります。
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ＭＩＤリートの第1期である2006年12月期からの営業収益・当期純利益・分配金の推移です。

2014年12月期（第17期）までが実績数値、2015年6月期（第18期）、2015年12月期（第19期）は予想
数値になります。
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ここでは、大阪圏の直近のトピックスと経済規模をまとめております。

関西経済の動向としては、昨年8月に後退となるも、その後は再び回復しており、全国と比較して良
好な動きがみられます。

随所に関西経済の持ち直しの動きが見えてきている状況です。

また、昨年の関西国際空港の国内・国際線合計旅客数が過去最高を記録するなど、訪日外国人の観光
は引き続き活発な動きを見せており、それによる消費が関西経済にも好影響を及ぼしています。

下の表は、大阪がアジアで最も投資したい都市として、2013年の調査では対象22都市の最下位であっ
たのが、昨年9位、今年度は3位と投資魅力度が向上していることを示しております。
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地価の動向と空室率の推移を記載しております。

国土交通省が公表する地価LOOKレポートによると、全地区の2014年第3四半期末の地価動向は、上昇
または横ばいを示す地区が100％を占める状況となっており、上昇基調の動きが継続していることが
鮮明になっております。

大阪圏においても、2013年第1四半期末から7期連続で下落ポイントがゼロとなっております。

また、オフィスビル空室率は、2014年12月末時点で東京は4.1％、大阪6.4％、名古屋5.7％となって
おります。
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今後の大阪主要エリアにおけるオフィスビルの新規供給について記載しております。

我々が確認できているプロジェクトのみを反映しております。

下のグラフで見てとれる通り、大阪でのオフィスビル新規供給は2013年がピークであり、2015年の新
規供給面積は、平年並みになる見込みとなっております。

新規供給が少ないなか、オフィス需要は引き続き堅調であることから、当面は、大阪全体の空室率は
徐々に下がっていくという見方が多いようです。
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一般財団法人日本不動産研究所が公表している「投資家調査」による期待利回りと取引利回りで

す。

各エリアに期待利回りや取引利回りの低下が見られます。
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次に、ＭＩＤリートの特徴です。
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ＭＩＤリートの特徴としては、おおきく2つ挙げることが出来ます。

1つ目は、「大阪圏・オフィスビル重点型リート」であることです。

大阪に70%以上、オフィスビルに70%以上の投資を行うこととしております。

基本方針としましては、「中長期的な観点から、安定した収益の確保と着実な運用資産の成長を目指
し、資産の運用を行う」を掲げ、長期的には資産規模2,000億円を目指しております。

物件情報については様々なエリアやアセットタイプについて幅広く収集しており、必要に応じて更に
深く物件調査や取得に向けた検討を行っております。深 物件調 取得 向 検討 行 す。
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2つ目は、大阪の中でも「大阪ビジネスパークという複合ビジネスエリアに、大規模なビルを保有し
ている」ことです。

大阪ビジネスパークは、大きく3つの特徴を持っております。

・1つ目は、ビジネス拠点性です。

パナソニックや富士通といった多くの有名企業が大規模事業所を設けている他、約3,000台もの駐車
場を備えております。

・2つ目は、交通利便性です。目 、交 利便性 す。

ターミナル駅である京橋駅を中心として4つの路線の6つの駅が利用可能であり、高い交通利便性を有
しております。

・3つ目は、情報・文化拠点性です。

多くのホールが所在している他、大規模な宿泊施設等も充実しております。
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本日現在、運用物件数は、12物件となっております。

そのうち、オフィスビルは9物件、商業施設が2物件、ホテルが1物件となっております。

ポートフォリオの規模は取得価格ベースで1,576億円になります。
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運用物件の所在地を示した地図です。

右側の四角は大阪ビジネスパークの拡大図です。

ここにＭＩＤリートの旗艦物件のツイン21と松下ＩＭＰビルが所在しております。
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この表は、物件別の稼働状況を示しております。

各物件の稼働率の前期対比と、当期における各物件の賃貸面積の増減について、その要因別に集計し
たものです。

増加については、新規入居と既存テナントの増床で合計1,580.13㎡、減少については、既存テナント
の退去と減床で合計2,220.57㎡となっており、結果、差し引き640.44㎡の減少となっております。
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上のグラフは、ＭＩＤリートの各期末時点における稼働率の推移を示しております。

ポートフォリオ全体の稼働率は97.7％と前期末に比べ0.3ポイント下落しております。

下のグラフは、各期末時点における大阪全体のオフィスビル空室率の推移を示しております。
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ＭＩＤリートの全運用物件の写真です。
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鑑定評価の一覧です。

赤枠内が、第17期末における各物件の鑑定評価額です。

鑑定評価額の合計は、前期比で4.4億円上昇しております。

ポートフォリオ全体で0.4％の増加となります。

キャップレートについては、不動産売買市場の活況を背景にエリアのキャップレートが見直され、全
物件において低下しております。
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鑑定評価額の状況です。

2008年12月期（第5期）以降の期末帳簿価格、鑑定評価額、含み損益率の推移を記載しております。

当期末において、含み損益は前期末より、11億円改善しております。
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当期末時点の大口テナントの概要です。

上位10社の合計では、賃貸面積ベースで 68.3％、賃料収入ベースで 51.0％を占めております。
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テナント満足度調査の状況です。

テナント満足度調査については、上場以来、毎年1回実施しております。

従前より評価の高い「周辺環境のよさ」「ＦＭ（建物管理会社）対応のよさ」などの項目を
含め、ほぼ全ての評価項目においてテナントの満足度が向上しております。

また、大阪ビジネスパーク価値向上の取り組みの一環であるツイン21のリニューアルについ
ては、ツイン21及び松下ＩＭＰビルで働くオフィスワーカーの約9割の方々から「全体的に館
内の雰囲気が良くなった」との評価をいただいております。内の雰囲気が良くなった」との評価をいただいております。

「安全対策」についても改善されています。

これは防災訓練や館内セキュリティ、バリアフリーといった項目の総括であり、ＢＣＰを重視するテ
ナントさまに評価いただいたものと考えております。

この調査結果を、建物の運営と管理を委託しているＭＩＤプロパティマネジメント及びＭＩＤファシ
リティマネジメントへの指導や修繕工事・バリューアップ工事等の検討実施にも活用しております。
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投資主の状況です。

第17期末の投資主数は、13,703人となっております。

金融機関の比率は、6.7ポイント上昇、個人の比率は9.6ポイント低下しております。
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ＭＩＤリートの投資口価格の推移です。

上のグラフは、直近1年間の投資口価格の推移を示しております。

第17期は、概ね好調に推移し、当期末においては302,000円となっております。

以上で説明を終わります。
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以下、Appendix となります。
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DBJ Green Building認証（5段階の認証付与制度）の取得を推進しております。

2014年9月に、4物件ともに「3つ星」の評価を再取得しております。
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